
本資料の全ての部分に関する一切の権利は株式会社パテント・リザルトに帰属しており、方法の如何を問わず、いかなる目的においても、
無断での転用または転載、複製、抄録、磁気媒体または光ディスク等への入力等を禁止致します。
Copyright © Patent Result Co., Ltd. All rights reserved.

自社特許ポートフォリオ分析
総合力上位３分野の競争力分析

2010.12

簡易コンサルC
SAMPLE

ソニー株式会社



   CONTENTS 

第1章 自社特許の全体俯瞰
特許出願件数推移と審査経過の状況は？

ソニー株式会社 出願件数年推移とステータス

第2章 自社特許の技術ポートフォリオに関する評価
自社の強み、弱みは？

ソニー株式会社 技術分類マップ

第3章 自社内の高評価技術分野に関する審査経過情報解析
技術分野別に見た知財活動の実態は？

ソニー株式会社 高評価技術分類の審査経過情報解析

第4章 自社内の高評価技術分野に関する全参入企業との比較

自社内で高評価の技術分野を全参入企業との比較で評価すると？

技術分野-①「記録のためのテレビジョン信号処理」

技術分野-②「スタジオ装置」

技術分野-③「デジタル記録再生の信号処理」

第5章【参考資料】

5ー1 パテントスコアについて

5ー2 技術分類マップについて

5－3 権利者マップについて

1

2

3

4

4

10

16

22

22

23

24

簡易コンサルC
SAMPLE



自社特許ポートフォリオ分析 ： ソニー株式会社 御中

Copyright © Patent Result Co., Ltd. All rights reserved. 

第1章 自社特許の全体俯瞰

1

ソニー株式会社の全特許に関する出願件数年推移とステータス

図表１

出願件数は1998年以降は減少傾向であり、全体の51.4%は審査請求を実施。

図表１に、1993年以降におけるソニーの権利者ベース（注1）の出願件数年推移を示す。出願件数

は、1998年をピークに減少傾向である （※2009年については、今回2010年10月までの公開登

録を対象としていることから期間未満了のため暫定）。また2004年出願で登録された後に失効と

なっている特許が存在することから、比較的新しい出願で権利化された特許に関しても既に一部の

特許に関しては見直しを始めている。

図表2に、2010年10月末時点でソニーが権利を保有する特許のステータスの割合を示す。全体

の29%（登録が16.1％、審査中が9.7％、出願のみが3.6％）にあたる39,727件が有効特許で、残

りの約70％がすでに無効となっている。審査請求を実施した特許は51.4%（権利継続が16.1%、審

査中が9.7%、拒絶が13.7%、失効が11.9%）となり、2件に1件という高い比率で審査請求を行って

いる。

図表2

（注1）出願人がソニー以外で、ソニーに権利が譲渡されている特許を含み

ソニーが出願人であっても、既に譲渡されている特許を除く。
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ソニー株式会社 技術分類マップ

2

第2章 自社の技術ポートフォリオに関する評価

総合力トップは「記録のためのテレビジョン信号処理」。

図表3は、ソニーの技術分類マップ（詳細はP.23 5-2参照）を示す。技術分類マップとは、特許庁にて

付与される筆頭のテーマコードを活用して技術分野別に特許群を分類し、パテントスコア（詳細はP.22

5-1参照）を活用して注目度を評価した結果である。

縦軸は各技術分野の総合力を示しており、1位は「記録のためのテレビジョン信号処理」、2位は｢スタジ

オ装置」、3位は「デジタル記録再生の信号処理」である。3技術分野共に出願件数も多く、ソニーの中核

となる分野である。

上記の３分野に関しては、次頁以降に詳細な分析を行う。

図表3

※ソニーの有効特許39,727件を対象に分析。筆頭テーマコードで集計して「技術分類」
としています。統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

円の大きさ：有効特許件数
横軸（個別特許の強さ）：各技術分野の特許群の中で最高値の特許のスコア＝技術分類最高スコア
縦軸（総合的な強さ）：各技術分類の特許群のスコアを合算した値＝技術分類スコア

＜グラフの見方＞

総
合
的
な
強
さ

個別特許の強さ
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ソニー株式会社 高評価技術分野の審査経過情報解析

3

第3章 自社内の高評価技術分野に関する審査経過情報解析

｢記録のためのテレビジョン信号処理」は自社権利化意欲が高く
「デジタル記録再生の信号処理」は他社牽制力が高い

図表4に、技術分野別の審査経過情報を有効特許で解析した結果を示す。総合力1位の「記録の

ためのテレビジョン信号処理」では、自社の特許網構築の結果として、審査官引用【自社】の回数が

多く、また国際出願も活発で、自社の権利化意欲が高いことがわかる。また総合力3位の「デジタル

記録再生の信号処理」では分割件数や不服審判の件数が多く、自社での権利化意欲も高いが、他

社特許への拒絶理由通知に関する審査官引用【他社】の回数が多いことから、他社への牽制力も伺

える。

図表4

※赤字は、割合が最も多い項目。
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技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

4

第4章 自社内の高評価技術分野に関する全参入企業との比較

ソニーの「記録のためのテレビジョン信号処理」に関する特許群は
権利継続となっている特許が31.1%と多い。

図表5は、「記録のためのテレビジョン信号処理」に該当する全特許とソニーが保有する特許の審査

経過に関するステータスを示す。ソニーが保有する特許における有効特許の割合は44.3%（分野全体

では43%）とほぼ平均的であるが、既に登録されており、権利が継続している特許は31.3%（分野全

体では24%）と多い事が特徴である。また出願のみの特許が3.2%（分野全体では7%）、審査中が

9.9%（分野全体では12%）と現状における出願や審査請求の割合は分野全体と比べて低い。更に権

利化後に失効したソニーの特許が14.5%（分野全体では12%）と多い。

このことからソニーはこの分野において、新規開発した技術の積極的な出願を実行するフェーズで

はなく、既に権利化した特許の維持や見直しに注力していることが予想される。

簡易コンサルC
SAMPLE

＜ステータスに関して＞

権利継続・・・登録後、維持年金を納付し、権利が継続している特許。
審査中・・・審査請求中である特許。
出願のみ・・・未審査請求であるが、審査請求期限を迎えていない特許。
取下げ・・・未審査請求で、審査請求期限を過ぎた特許。
拒絶・・・審査請求後、拒絶査定が確定した特許。
失効・・・登録後、年金未納の特許あるいは権利満了の特許。

※筆頭テーマコードが「5C053：記録のためのテレビジョン信号処理」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社の審査経過に関するステータス

権利継続

3,804件

（24%）
審査中

1,832件

（12%）
出願のみ

1,073件

（7%）

取下げ

4,836件

（31%）

拒絶

2,189件

（14%）

失効

1,815件

（12%）

全特許 15,549件

（有効6,709件,無効8,840件）

権利継続

880件

（31.3%）

審査中

278件

（9.9%）

出願のみ

91件

（3.2%）

取下げ

826件

（29.3%）

拒絶

333件

（11.8%）

失効

407件

（14.5%）

ソニー保有の特許 2,815件

（有効1,249件,無効1,566件）

図表5

「記録のためのテレビジョン信号処理」
全特許15,549件

（有効6,709件、無効8,840件）

「記録のためのテレビジョン信号処理」
ソニー保有特許2,815件

（有効1,249件、無効1,566件）
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5

ソニーの「記録のためのテレビジョン信号処理」に関する特許群は
低評価特許（C+以下）の割合が少ない。

図表6は、「記録のためのテレビジョン信号処理」に該当する全有効特許6,709件とソニーの有効特

許1,249件のレイティング（パテントスコア）の分布を示す。

ソニーの高評価である特許群は5.9%（全有効特許は6.6%）と平均的であるものの、レイティングC+

以下の特許が4.3%（全有効特許は10.1%）と低評価となっている特許の割合が少ないのが特徴であ

る。P.4の図表5から拒絶査定を受けた特許が11.8%（分野全体では14%）と少ないことも併せて考慮

すると、この分野におけるソニーの特許の質は分野全体の平均と比較して高いことが予想される。

＜パテントスコアとレイティングの対応＞

パテントスコアに応じて、C--からA+++までの12段階でレイティングを設定しています。

レイティング C-- C- C C+ B- B B+ A- A A+ A++ A+++

パテントスコア 5未満 5～15 15～25 25～35 35～45 45～55 55～65 65～75 75～85 85～95 95～105 105以上

出現率 0.0003 0.023 0.6 6.06 24.17 38.29 24.17 6.06 0.6 0.023 0.0003 0.000002

簡易コンサルC
SAMPLE

技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社のパテントスコア分布

図表6
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「記録のためのテレビジョン信号処理」の競合分析では、ソニーが他社を圧倒。

簡易コンサルC
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個別特許の強さ

総
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図表7は、「記録のためのテレビジョン信号処理」に該当する全有効特許6,709件の全権利者371社

（人）に関して、パテントスコアで当該分野の注目度を評価した権利者マップ（詳細はP.24 5-3参照）を

示す。総合力1位はソニーであり、横軸で示した個別特許に関する評価の最高値も1位であり、特許数も

多く他社を完全に凌駕していることがわかる。総合力では２位パナソニック、3位東芝、4位日立製作所、

5位シャープと続いている。GENERAL ELECTRICは特許数も少なく縦軸の総合力も低いが、横軸で示し

たパテントスコア最高値が高い。これはGENERAL ELECTRICが保有するビデオ信号の圧縮に関する特許

で高評価を得ていることに起因する。このような技術は注視する必要がある。

尚、次頁に縦軸の総合力で上位5社が高評価になった要因について、各社の保有特許について審査

経過情報を解析し、検討する。

図表7

※筆頭テーマコードが「5C053：記録のためのテレビジョン信号処理」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

直径：特許数

技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

ソニー株式会社と競合他社の権利者マップ
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「ソニー」は自社権利化意欲が圧倒的であり、「パナソニック」は国際出願
「日立製作所」は審査官引用【他社】、「東芝」は早期審査請求で高評価。

図表8に、「記録のためのテレビジョン信号処理」における全有効特許6,709件での平均と総合力

1～5位までの企業が保有する特許に関して主な審査経過情報の比較を示した。

ソニーは有効登録特許数や、審査官引用【自社】及び不服審判など自社の権利化意欲が高いこと

が伺える。パナソニックは当該分野での国際出願が目立ち、グローバル戦略の意図が見える。日立製

作所は分割を多用しているが、審査官引用【他社】も多く、当該分野で他社牽制力が高い。また東芝

は早期審査請求と他社からの閲覧及び異議審判が多い。シャープは日立製作所とほぼ同等の有効

特許数であるが、この2社で比較すると国際出願の件数が多いことが特徴である。

簡易コンサルC
SAMPLE

図表8

技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

ソニー株式会社と競合他社の経過情報解析
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総合力上位5社の発明者では、パナソニックの「岡田智之」氏及び「矢羽田洋」氏は
高評価。ソニーの発明者では「加藤元樹」氏と「近藤哲二郎」氏の両名が高評価。

図表9は、「記録のためのテレビジョン信号処理」における総合力上位5社（ソニー、パナソニック、東
芝、日立製作所、キヤノン）の全特許8,226件に関する全発明者5,790人について、縦軸には発明
者がこの分野に出願した特許1件ごとのパテントスコアを共同発明者の人数で按分した値を合算した
個人の評価値を示し、横軸にはこの分野で各発明者が最初に出願した日が現在から何年前である
のかを示したマップである。

各発明者のスコア合計値（縦軸）において、第1位は「岡田智之氏（パナソニック）」、第2位は「矢羽
田洋氏（パナソニック）、第3位は「加藤元樹氏（ソニー）」となっている。最初の出願からの年数（横軸）
で見ると、ソニーの高評価発明者は「加藤元樹氏」や「近藤哲ニ郎氏」など当該分野でのキャリアが長
く、パナソニックの発明者はソニーの発明者と比較して当該分野への参入は新しいものの、評価が非
常に高い。

簡易コンサルC
SAMPLE

図表9
最初の出願からの年数

各
発
明
者
の
ス
コ
ア
合
計
値

宮武孝文 嘉和知玲子徳中潤三井谷哲也 山崎進坪井幸利 長山啓治島崎浩昭 柳田昇 林直樹村上芳弘 鈴木良二吉岡厚
フェルトマンマル
カスヘンドリカス

西郷賀津雄 森川吾一吉田進 塩川淳司影山昌広川合賢治善田浩輝長坂晃朗 椎山弘隆茂木正尊 谷田部祐介片岡聡桑原光孝中瀬雄一瀬戸川俊明 藤井哲也小田剛 水野公嘉丸山晃司松見知代子 山田誠河原俊之 岡本裕成久保田幸雄 三科正光中屋秀雄 加藤寿宏 橋本敏史
ルーカスフイヨウ

ワイ
奥万寿男 持永和寛金丸隆叶多啓二 古藤晋一郎佐藤英雄奥山武彦杉村直純 津曲康史加藤直哉鈴木輝彦 遠間正真森本直樹 山梨直希前篤長沢史浩 柴田賀昭衛藤徹 浜坂浩史 小味弘典山内栄二池谷章 岩本啓明山崎健治北村卓也尾鷲仁朗 若林昇塚本純一福島慎一 吉田治上坂靖荻野晃村林昇 江村恒一 秋元智石井芳季 平山康一 藤本和生青竹秀典二宮昌子角野真也中村和彦増永誠 田中敬一福田秀樹中井雅敏佐伯慎一 浅田伸佐古曜一郎磯部幸雄高橋宏爾 安東秀夫 久野真司鶴見辰吾矢ヶ崎陽一後藤晃一 河原実八木知隆 鶴賀貞雄大高秀樹 麻生裕一郎真貝光俊 有留憲一郎吉成博美 岡本宏夫 高尾祐治宇井俊司 杉本浩司村瀬薫下田乾二 大芦雅弘森美裕小室輝芳 小川和幸西野正一 荻窪純一 小川智輝蔵野智昭河村真 富所茂小島正 藤井範代平井純 浜田俊也本城正博 伊藤正紀
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技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

総合力上位5社の発明者に関する評価

ソニーの発明者

パナソニックの発明者
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図表10は、ソニーが保有する「記録のためのテレビジョン信号処理」分野の全特許2,815件（有効

1,249件、無効1,566件）が拒絶査定を受けた際に、拒絶理由通知の引用に使用されていた特許の

権利者について集計した「先行企業」と、ソニーの保有する特許が拒絶理由通知に引用される形で

拒絶査定を受けた権利者のランキングを「追随企業」として集計した結果である。

ソニーは当該分野において、拒絶査定を受けた際にパナソニックの特許125件、東芝の特許70件、

日立製作所の特許70件が拒絶理由通知で引用されている。逆にソニーの特許2,815件によって、パ

ナソニックの特許124件、東芝の特許73件、日立製作所の特許67件が拒絶査定を受けている。

この3社はソニーとは互いに権利化を阻害する関係であり、真の競合企業と言える。

簡易コンサルC
SAMPLE

「記録のためのテレビジョン信号処理」に関する
ソニーの真の競合先は、「パナソニック」、「東芝」、「日立製作所」。

図表10

※引用のデータは全て拒絶査定が出された際の拒絶理由通知書に関する引用情報を活用。
ここで「先行企業」とは「選択企業」の特許に対する拒絶理由通知で引用された特許の権利者を表し
「追随企業」とは「選択企業」の特許が拒絶理由通知に引用されていた企業のランキングである。
尚、拒絶査定を受けた特許の審査経過情報を追随し、結果として登録査定を受けた場合は、集計から除外される。

ソニーが当該分野で保有する
特許の権利化を妨げた企業

ソニーの特許2,815件の
引用と被引用の回数と件数

ソニーの特許2,815件で権利化を
妨げられた企業と拒絶査定の件数

技術分野-① :自社内総合力1位「記録のためのテレビジョン信号処理」

自社と競合他社の審査官引用を用いた競合関係の分析
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「ソニー」の「スタジオ装置」に関する特許群は
権利継続となっている特許が25%と多い。

図表11は、「スタジオ装置」に該当する全特許とソニーが保有する特許の審査経過に関するステー

タスを示す。

ソニー保有特許における有効特許の割合は43%（分野全体では44%）とほぼ平均的であるが、既に

登録されており、権利が継続している特許は25%（分野全体では19%）と多い事が特徴である。

また出願のみの特許が7%（分野全体では12%）、審査中が11%（分野全体では13%）と、有効特許

であり、権利化前である特許の割合が低い。更に権利化後で失効した特許が8%（分野全体では6%）

と多い。

この傾向は、「記録によるテレビジョン信号処理」と同様で、新規開発した技術の積極的な出願を実

行するフェーズではなく、既に権利化した特許の維持や見直しに注力していることが予想される。

簡易コンサルC
SAMPLE

技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

＜ステータスに関して＞

権利継続・・・登録後、維持年金を納付し、権利が継続している特許。
審査中・・・審査請求中である特許。
出願のみ・・・未審査請求であるが、審査請求期限を迎えていない特許。
取下げ・・・未審査請求で、審査請求期限を過ぎた特許。
拒絶・・・審査請求後、拒絶査定が確定した特許。
失効・・・登録後、年金未納の特許あるいは権利満了の特許。

※筆頭テーマコードが「5C122：スタジオ装置」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社の審査経過に関するステータス

権利継続, 

742件

25%

審査中, 

330件

11%
出願のみ, 

197件

7%

取下げ, 

1,011件

35%

拒絶

420件

14%

失効

240件

8%

ソニー保有の特許 2,940件

（有効1,269件,無効1,671件）

権利継続

5,436件

19% 審査中

3,596件

13%

出願のみ

3,429件

12%

取下げ

10,288件

36%

拒絶

3,824件

14%

失効

1,784件

6%

全特許 28,357件

（有効12,461件,無効15,896件）

図表11

「スタジオ装置」
全特許28,357件

（有効12,461件、無効15,896件）

「スタジオ装置」
ソニー保有特許2,815件

（有効1,249件、無効1,566件）
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ソニーの「スタジオ装置」に関する特許群は
高評価特許（A-以上）が多く、低評価（C+以下）に該当する特許が少ない。

図表12に、「スタジオ装置」分野における全有効特許12,461件とソニーの有効特許1,269件のレ

イティング（パテントスコア）の分布を示す。

ソニーの高評価である特許群は、レイティングA-以上の高評価である特許群は6.0%（全有効特許

は5.0%）とやや平均を上回り、レイティングC+以下の特許が4.3%（全有効特許は9.8%）と低評価と

なっている特許の割合も少なく、全体が高評価側へ偏っている。P.10の図表11における登録特許の

割合が高いことは、全体の平均と比較した場合の質の高さが反映した結果と予想できる。

＜パテントスコアとレイティングの対応＞

レイティング C-- C- C C+ B- B B+ A- A A+ A++ A+++

パテントスコア 5未満 5～15 15～25 25～35 35～45 45～55 55～65 65～75 75～85 85～95 95～105 105以上

出現率 0.0003 0.023 0.6 6.06 24.17 38.29 24.17 6.06 0.6 0.023 0.0003 0.000002

簡易コンサルC
SAMPLE

技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社のパテントスコア分布

図表12
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パテントスコアに応じて、C--からA+++までの12段階でレイティングを設定しています。
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「スタジオ装置」の競合分析では、キヤノン、ソニー、富士フイルムの3強状態。

簡易コンサルC
SAMPLE

個別特許の強さ

総
合
的
な
強
さ

図表13に、「スタジオ装置」に該当する全有効特許12,461件の全権利者778社（人）に関して、

パテントスコアで当該分野の注目度を評価した権利者マップ（詳細はP.24 5-3参照）を示す。

総合力1位はキヤノンであり、2位ソニー、3位富士フイルム、4位パナソニック、5位オリンパスと続

いている。横軸で示した個別特許の強さも1位が富士フイルム、2位キヤノン、3位ソニーと総合力

と個別特許の評価に関して3社が群を抜いている。

当該分野では大手メーカーの台頭が際立っており、「記録のためのテレビジョン信号処理」のよう

に海外企業の台頭が見られず、日系企業が上位を独占している。

次頁に総合力の上位5社が高評価になった要因について審査経過情報により分析する。

図表13

※筆頭テーマコードが「5C122：スタジオ装置」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

直径：特許数

技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

ソニー株式会社と競合他社の権利者マップ
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「キヤノン」や「ソニー」は登録特許数が多いが、「パナソニック」及び「オリンパス」は
特許数が少ないものの自社の権利化意欲と他社牽制力の双方が光る。

図表14に、「スタジオ装置」における全有効特許12,461件での平均と総合力1～5位までの権利者

に関する主な審査経過情報の統計を示した。キヤノンは有効特許数や、他社からの閲覧回数が多い。

ソニーは有効特許における登録特許の割合が多く、他社からの情報提供や異議審判が目立つ。

富士フイルムは自社の権利化意欲である不服審判が多い。パナソニックは国際出願や早期審査請

求など自社の権利化意欲が目立ち、オリンパスは自社の特許網構築の結果として審査官引用【自

社】の回数が多く、分割など自社の権利化意欲も旺盛だが、審査官引用【他社】の回数も多く、他社

牽制力も高い事がわかる。

簡易コンサルC
SAMPLE

図表14

技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

ソニー株式会社と競合他社の経過情報解析
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簡易コンサルC
SAMPLE

図表15

最初の出願からの年数

各
発
明
者
の
ス
コ
ア
合
計
値

総合力上位5社の発明者では、富士フイルムの「杉本雅彦」氏、キヤノンの「山岸洋一」氏
オリンパス「斉藤和」氏、パナソニック「弓木直人」氏が高評価。

図表15は、「スタジオ装置」における総合力上位5社（キヤノン、ソニー、富士フイルム、パナソ
ニック、オリンパス）の全特許13,425件に関する全発明者6,779人について、縦軸には発明者が
この分野に出願した特許1件ごとのパテントスコアを共同発明者の人数で按分した値を合算した
個人の評価値を示し、横軸にはこの分野で各発明者が最初に出願した日が現在から何年前であ
るのかを示したマップである。

各発明者のスコア合計値（縦軸）では、第1位は「杉本雅彦氏（富士フイルム）」、第2位は「山岸
洋一氏（キヤノン）、第3位は「斉藤和氏（オリンパス）」となっている。

最初の出願からの年数（横軸）で見ると、「近藤哲ニ郎氏（ソニー）」は「記録のためのテレビジョン
信号処理」と同様に「スタジオ装置」でもキャリアが長いことがわかる。
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キヤノンの発明者
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技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

総合力上位5社の発明者に関する評価
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図表16は、ソニーが「スタジオ装置」分野へ過去に出願した全特許2,940件（有効1,269件、無効

1,671件）が拒絶査定を受けた際に、拒絶理由通知の引用に使用されていた特許の権利者について

集計した「先行企業」と、ソニーの保有する特許が拒絶理由通知に引用される形で拒絶査定を受けた

権利者のランキングを「追随企業」として集計した結果である。

ソニーは当該分野において、拒絶査定を受けた際にキヤノンの特許168件、パナソニックの105件

及びオリンパスの特許78件が拒絶理由通知で引用されている。逆にソニーの特許2,940件によって

キヤノンの特許107件、パナソニックの85件及び富士フイルムの51件が拒絶査定を受けている。

注目すべきは、P.12の図表13では目立たなかった日立製作所が、拒絶査定の引用に関して見てみ

ると、ソニーとの間で互いに権利化を阻む関係にあり、この分野では注意が必要な企業である。

簡易コンサルC
SAMPLE

「スタジオ装置」に関するソニーの競合企業は「キヤノン」、「パナソニック」
「オリンパス」であり、要注意企業は「日立製作所」。

図表16

※引用のデータは全て拒絶査定が出された際の拒絶理由通知書に関する引用情報を活用。
ここで「先行企業」とは「選択企業」の特許に対する拒絶理由通知で引用された特許の権利者を表し
「追随企業」とは「選択企業」の特許が拒絶理由通知に引用されていた企業のランキングである。
尚、拒絶査定を受けた特許の審査経過情報を追随し、結果として登録査定を受けた場合は、集計から除外される。

ソニーの当該分野での
権利化を妨げた企業

ソニーの特許2,940件
引用と被引用回数

ソニーにより当該分野での
権利化を妨げられた企業

技術分野-② :自社内総合力2位「スタジオ装置」

自社と競合他社の審査官引用を用いた競合関係の分析

ソニーが当該分野で保有する
特許の権利化を妨げた企業

ソニーの特許2,940件の
引用と被引用の回数

ソニーの特許2,940件で権利化を
妨げられた企業と拒絶査定の件数
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「ソニー」の「デジタル記録再生の信号処理」に関する特許群は
出願中及び審査中である有効特許の割合が低いのが特徴的。

図17は、「デジタル記録再生の信号処理」に該当する全特許とソニーが保有する特許の審

査経過に関するステータスを示す。

ソニーが保有する特許における有効特許の割合は25%（分野全体では24%）と平均的であ

るが、審査中の特許6%（分野全体では8%）、出願のみの特許1%（分野全体では2%）と今後

登録される可能性がある特許の割合が少ない。

また既に失効している権利化後の特許の割合が16%（分野全体では13%）と高いことも特

徴で、権利化後の特許の棚卸しが開始されていると推測される。

簡易コンサルC
SAMPLE

技術分野-③ :自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

＜ステータスに関して＞

権利継続・・・登録後、維持年金を納付し、権利が継続している特許。
審査中・・・審査請求中である特許。
出願のみ・・・未審査請求であるが、審査請求期限を迎えていない特許。
取下げ・・・未審査請求で、審査請求期限を過ぎた特許。
拒絶・・・審査請求後、拒絶査定が確定した特許。
失効・・・登録後、年金未納の特許あるいは権利満了の特許。

※筆頭テーマコードが「5D044：記録のためのテレビジョン信号処理」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社の審査経過に関するステータス

図表17

全特許　18,173件
（有効6,271件,無効11,902件）

取下げ
6,046件

33%

審査中
1,418件

8%
出願のみ
387件

2%

拒絶
3,533件

19%

失効
2,323件

13%

権利継続
4,466件

25%

ソニー特許　3,548件
（有効1,108件,無効2,440件）

拒絶
606件
17%

失効
559件
16%

権利継続
852件
24%

審査中
211件
6%

出願のみ
45件
1%取下げ

1,275件
36%

「デジタル記録再生の信号処理」
全特許18,173件

（有効6,271件、無効8,840件）

「デジタル記録再生の信号処理」
ソニー保有特許3,548件

（有効1,108件、無効2,440件）
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ソニーの「デジタル記録再生の信号処理」に関する特許群は
分野全体の平均的な評価にほぼ一致。

図表18に、「デジタル記録再生の信号処理」分野における全有効特許6,271件とソニーの有効特

許1,108件のレイティング（パテントスコア）の分布を示す。

ソニーの特許群は、レイティングA-以上の高評価である特許群は3.8%（全有効特許は6.3%）と平均

を下回っているが、レイティングC+以下の特許が3.9%（全有効特許は6.1%）と低評価となっている特

許の割合も少なく、ほぼ平均付近に纏っている。

＜パテントスコアとレイティングの対応＞

レイティング C-- C- C C+ B- B B+ A- A A+ A++ A+++

パテントスコア 5未満 5～15 15～25 25～35 35～45 45～55 55～65 65～75 75～85 85～95 95～105 105以上

出現率 0.0003 0.023 0.6 6.06 24.17 38.29 24.17 6.06 0.6 0.023 0.0003 0.000002

簡易コンサルC
SAMPLE

図表18

ソニー有効特許　1,108件
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全有効特許　6,271件

649

340

1,554
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※但し有効特許6,271件中6件はパテントスコア評価対象外の特許

技術分野-③ :自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

技術分野全体（全参入企業）とソニー株式会社のパテントスコア分布

パテントスコアに応じて、C--からA+++までの12段階でレイティングを設定しています。
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「デジタル記録再生の信号処理」の競合分析では、パナソニックが首位。

簡易コンサルC
SAMPLE

個別特許の強さ

総
合
的
な
強
さ

図表19は、「デジタル記録再生の信号処理」に該当する全有効特許6,271件の全権利者305社

（人）に関して、パテントスコアで当該分野の注目度を評価した権利者マップ（詳細はP.24 5-3参

照）を示す。縦軸で示した総合力では1位がパナソニックであり、2位ソニー、3位パイオニア、4位東

芝、5位日本ビクターと続いている。

横軸で示した個別特許の評価では三菱電気、NEC、東芝といった企業が評価の高い特許を有し

ていることがわかる。ここで三菱電機の高評価特許は光ディスクの駆動装置であり、この技術分野

においては注目度の高い技術であると推測される。

また縦軸の総合力で他社を引き離しているパナソニックとソニーを比較すると、パナソニックは明ら

かに有効特許の件数が少ないものの、ソニー以上の総合力を有していることがわかる。

次頁に縦軸の総合力で上位5社が高評価になった要因について、各社の保有特許を審査経過情

報から解析する。

図表19

※筆頭テーマコードが「5D044：記録のためのテレビジョン信号処理」である特許を対象に分析。
統廃合のあったテーマコードは適宜置換しています。

直径：特許数

技術分野-③:自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

ソニー株式会社と競合他社の権利者マップ
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日本ビクターの残存する有効特許の実に94%は登録特許であり
分割した特許を多く含んでいるのが特徴的。

図表20に、「デジタル記録再生の信号処理」における全有効特許6,271件での平均と総合力1～5

位までの権利者に関する主な審査経過情報の統計を示した。

パナソニックは国際出願や早期審査請求及び分割件数などが平均よりも高く、自社権利化意欲の

高さが伺える。ソニーは審査官引用【自社】回数や不服審判件数など自社権利化意欲も高いが、審

査官引用【他社】回数など他社への牽制力も強い。注目すべきは日本ビクターの有効特許における登

録特許の割合が、実に94%であり分割件数の多さも非常に顕著である。この結果から、日本ビクター

では、自社の権利化意欲が高く権利化されている特許のみを戦略的に保持し、他の特許は総じて放

棄した可能性がある。

簡易コンサルC
SAMPLE

図表20

技術分野-③ :自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

ソニー株式会社と競合他社の経過情報解析
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簡易コンサルC
SAMPLE

図表21

最初の出願からの年数

各
発
明
者
の
ス
コ
ア
合
計
値

日本ビクターの発明者

パナソニックの発明者

図表21は、「デジタル記録再生の信号処理」における総合力上位5社（パナソニック、ソニー、
パイオニア、東芝、日本ビクター）の全特許8,226件に関する全発明者5,790人について、縦軸
には発明者がこの分野に出願した特許1件ごとのパテントスコアを共同発明者の人数で按分し
た値を合算した個人の評価値を示し、横軸にはこの分野で各発明者が最初に出願した日が現
在から何年前であるのかを示したマップである。

各発明者のスコア合計値（縦軸）では、第1位は「田中美昭氏（日本ビクター）」、第2位は「植野
昭治氏（日本ビクター）、第3位は「植木泰弘氏（日本ビクター）」と上位を日本ビクターの発明者
が独占している。これに続いて「岡田智之氏（パナソニック）」及び「記録のためのテレビジョン信
号処理」でも登場した「矢羽田洋氏（パナソニック）」のパナソニック勢が高評価で続いている。
横軸から高評価の発明者の参入時期は「矢羽田洋氏」を除いてほぼ同時期であることがわかる。

総合力上位5社の発明者では、日本ビクターの「田中美昭」氏、「植野昭治」氏
及び「植木泰弘」氏が高評価を独占。

技術分野-③ :自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

総合力上位5社の発明者に関する評価
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簡易コンサルC
SAMPLE

「デジタル記録再生の信号処理」に関して
ソニーが注意すべき企業はキヤノンと三菱電機。

図表22

※引用のデータは全て拒絶理由通知書の引用情報を活用。
ここで「先行企業」とは「選択企業」の特許に対する拒絶理由通知で引用された特許の権利者を表し
「追随企業」とは「選択企業」の特許が拒絶理由通知に引用されていた企業のランキングである。
尚、拒絶理由を受けた特許の審査経過情報を追随し、結果として登録査定を受けた場合は、集計から除外される。

ソニーの当該分野での
権利化を妨げた企業

ソニーにより当該分野での
権利化を妨げられた企業

図表22は、ソニーが保有する「デジタル記録再生の信号処理」分野の全特許3,548件（有効1,108

件、無効2,440件）が拒絶査定を受けた際に、拒絶理由通知の引用に使用されていた特許の権利者

について集計した「先行企業」と、ソニーの保有する特許が拒絶理由通知に引用される形で拒絶査

定を受けた権利者のランキングを「追随企業」として集計した結果である。

ソニーは当該分野において、拒絶査定を受けた際にパナソニックの特許211件、日立製作所の特

許147件及び東芝の特許100件が拒絶理由通知で引用されている。逆にソニーの特許3,548件に

よって、パナソニックの特許１６７件、三洋電機の特許106件及び日立製作所の95件が拒絶査定を

受けている。

ここで注目すべきは、ソニーの保有する特許の権利化がキヤノン及び三菱電機によって再三阻まれ

ているにも関わらず、これらの企業がソニーの保有特許によって拒絶される例が少ないことである。

技術分野-③ :自社内総合力3位「デジタル記録再生の信号処理」

自社と競合他社の審査官引用を用いた競合関係の分析

ソニーが当該分野で保有する特許
の権利化を妨げた企業

ソニー保有特許3,548件の
引用と被引用の回数と件数

ソニーの特許3,548件で権利
化を妨げられた企業と

拒絶査定の件数
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特許情報データベース

パテントスコアは、特許自動評価システムにより特許1件ごとに算出された値であり、計算には特許
の審査経過情報や書誌情報といった公知情報のみを利用することで、客観的な評価を実現しました。
評価対象は国内の権利化された特許および権利化の可能性のある特許全て（約300万件以上）で、
自社特許の棚卸し分析や、他社保有の膨大な特許ポートフォリオのマクロ分析はもちろん、注目する
各個別特許の予備評価として人的評価前のスクリーニングにも活用することができます。

パテントスコアは、特許出願後査定に至るまでの出願
人・審査官・競合他社のアクション（経過情報）を同一
技術分野及び出願年の特許群の中で相対比較し、相
対的な偏差値として算出した値です。

また、相対評価は同一技術分野かつ同一出願年の特
許群内で行うことにより、技術分野別の権利化難易度
や、古い特許ほど経過情報が付与される傾向、特許審
査制度の変更などの影響を緩和しています。
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各経過情報について、特許の維持率との相関を算出し、
維持率が高い審査経過情報が付与された特許ほど、よ
りパテントスコアが高評価となるように自動算出すること
で客観的な特許評価を実現しています。

簡易コンサルC
SAMPLE



自社特許ポートフォリオ分析 ： ソニー株式会社 御中

Copyright © Patent Result Co., Ltd. All rights reserved. 

5-2 技術分類マップについて

23

本分析では、パテントスコアをベースとして、技術分類ごとの相対的な強みや特徴を
「円の大きさ」とその「ポジション」によって可視化する「技術分類マップ」を使って評価しています。

円の大きさは「特許数」を、横軸は各技術分類の特許群の中で最も得点が高い特許のスコア
（「パテントスコア最高値」）を、縦軸は各技術分類に含まれるパテントスコアを合算した値（「技術
分類スコア」）を表しています。

パテントスコア最高値は、各技術分類における個別特許の強さ（注目度）を反映した指標であり
特許数が少なく、技術分類スコアが低い分野でも、注目度の高い特許を出願していれば、横軸の
高スコア領域に表示されます。

また、技術分類スコアは、各技術分類の総合的な強さを反映した指標であり、特許数が少なく
ても、注目度の高い特許を多く保有していれば、縦軸の高スコア領域に表示されます。

直径：技術分類ごとに出願
された特許数を表現。当該
分野に投入したリソースの
大きさがわかる。

簡易コンサルC
SAMPLE

縦軸：技術分類ごとに
パテントスコアを積算。
技術単位での現在の
「特許力」がわかる。

横軸：技術分類ごとにパテントスコア
の最高値を抽出。この分類における

１件の強い特許（光る技術）を探索。
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5-3 権利者マップについて
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直径：技術分類ごとに出願
された特許数を表現。当該
分野に投入したリソースの
大きさがわかる。

縦軸：権利者ごとに
パテントスコアを積算。
権利者ごとの現在にお
ける「特許力」がわか
る。

横軸：権利者ごとにパテ
ントスコアの最高値を抽
出。権利者が保有する特
許群において１件の強い
特許（光る技術）を探索。

本レポートでは、パテントスコアをベースとして、権利者ごとの相対的な強みや特徴を
「円の大きさ」とその「ポジション」によって可視化する「権利者スコアマップ」を使って評価していま
す。

権利者スコアマップの円の大きさは「特許数」を、横軸は権利者の特許群の中で最も得点が高い
特許のスコア（「パテントスコア最高値」）を、縦軸は各企業が出願した特許群のスコアを合算した
値（「権利者スコア」）を表しています。

パテントスコア最高値は、主に各企業が出願した個別特許の強さ（注目度）を反映した指標であ
り特許数が少なく、権利者スコアが低い企業でも、注目度の高い特許を出願していれば、横軸の
高スコア領域に表示されます。

また、権利者スコアは、各企業が出願した特許群の総合的な強さを反映した指標であり、特許
数が少なくても、注目度の高い特許を多く保有していれば、縦軸の高スコア領域に表示されます。
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